
事業番号 - - -

（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

庁費

職員旅費

諸謝金

令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由令和4年度要求

47

5

20 0156

54 54

2021 総務

-

令和3年度当初予算

47

5

2

0.4委員等旅費

計

2

0.4

年度-

- 年度
平成30年度 令和元年度 令和2年度

中間目標 目標最終年度

3 年度

180,774 179,129 178,211 - -

180,000 180,000 -

-

平成30年度 令和元年度 令和2年度
目標最終年度

102 101

24,000

24,341 24,311

24,000

101 -

-

- -

54 54

関係する
計画、通知等

達成度

24,367

3

24,000

年度

-

-

-

100 99 - - -

180,000 -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 局

令和3年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

51 50 54 54 54

48 41

執行率（％） 84% 96% 76%

郵便サービス水準の維持 郵便差出箱の本数

成果実績 本

目標値

平成15年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　郵政民営化法等に基づき、日本郵政グループ各社に対して、必要な監督・検査等を実施し、民営化の成果を国民が実感できるような事業展開の促進及び
郵政事業のユニバーサルサービスの確保を図る。また、信書便事業について、民間事業者による信書の送達に関する法律に基づき、信書便事業者に対して
必要な監督・検査等を行うとともに、信書制度及び信書便制度の周知・広報活動を推進し、信書便市場の活性化や健全な発展を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

局

-

43

-

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

54

-

令和元年度

　郵政民営化法等に基づき、日本郵政グループ各社に対して必要な監督・検査等を行う。信書便事業については、民間事業者等による信書の送達に関する
法律に基づいて、検査等を行うとともに、市場の活性化や利用者の認知度の向上を図るため、制度の周知・広報活動を推進する。また、監督業務等の適切な
遂行に資するため、郵政事業のユニバーサルサービスの確保や郵便・信書便事業における競争環境整備のための調査のほか、郵政事業を取り巻く経済の
情況、物流・金融等の業界動向や行政・産業界での取組等の調査等を行う。

- -

51

- -

- -

郵便局数

-

本

郵政行政における適正な監督 担当部局庁 情報流通行政局郵政行政部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、その他

担当課室 企画課 課長　髙田　義久

事業名

会計区分

令和3年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和2年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

50

郵便局ネットワーク水準の
維持

実施方法

定量的な成果目標

平成30年度

％

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

総務省設置法第4条第1項
第73号、第74号及び第75号

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

郵政民営化法案、日本郵政株式会社法案、郵便事業株式会社法案、郵便局株式会社法案、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構
法案及び郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案に対する附帯決議（平成17年10月14日　参議院郵政民営化に関す
る特別委員会）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

84% 96% 76%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

郵便法第７０条第３項第２号
郵便法施行規則第３２条第２項

24,000



-

平成30年度

中間目標 目標最終年度

3 年度

- -

30 30

平成30年度 令和元年度 令和2年度

25 21 23

30

-101

平成30年度 令和元年度 令和2年度

- 年度

- 年度

-

中間目標 目標最終年度

3 年度

- -

83 70 77 - -

3 年度

97.8 98.1 98.4 - -

年度

193 193 - - -

100

目標最終年度

97 97 97 - -

令和元年度

20.9/2

％

4 4 3

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度

平成30年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

-

億円

目標値

単位

調査研究執行額（百万円）／調査研究数（件）

単位当たり
コスト

令和2年度
中間目標

-101

単位

達成度 ％

目標値

成果指標 令和元年度

送達日数達成率

成果実績

％

-

- -

成果指標

％

信書便事業の活性化

件

28.8/4 -

3年度活動見込

6.5 7.2

信書便事業の活性化 信書便事業市場の規模

成果実績

-

100 100

％

政策判断の基礎資料となる調査研究の実施件数

郵便物が差し出された日か
ら三日以内に送達すること

10.5

活動実績

令和2年度

百万円/件

26/4

4 4 3

平成30年度 令和元年度 令和2年度

193

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

193

単位

者

億円

信書便事業への新規参入
者数

成果実績

目標値 者

達成度

定量的な成果目標

成果指標

件

計算式 百万円/件

単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位

定量的な成果目標

-

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

3年度
活動見込

4年度
活動見込

-

3

-

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
成果目標は、過年度の特定信書便事業の許可件数を参考とした。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
成果目標は、「特定信書便事業の現況」（毎年９月公表）における過年度の特定信書便売上高総額を参考とした。



3

目標年度

信書便制度の理解度

施策 政策15　郵政行政の推進

政策 Ⅵ　郵政行政

測
定
指
標

平成24年の郵政民営化法の改正や平成27年の日本郵政グループ
三社の株式上場等によって、日本郵政グループによるユニバーサ
ルサービスの安定的な提供、企業価値の向上、利用者利便の向
上等が重要な課題となっていることを踏まえ、日本郵政グループに
対して適切に監督を行うことで、郵政民営化を着実に推進する。

・日本郵政及び日本郵便について事業計画の認可等を行い、日本
郵政グループの事業促進を実施した。
・少子高齢化、人口減少社会等における郵便局の役割と利用者目
線に立った郵便局の利便性向上策の一環として、令和２年度にお
いては、郵便局活性化に係る実証事業として、地域体験型観光
コーディネート（北海道帯広市）、空き家の活用支援（宮城県東松
島市）を実施した。

実績値 割 -

単位
年度

中間目標 目標年度
平成30年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

信書便事業については、平成15年の制度改正で信書の送達が民間開放され、その後、信書便事業者の参入が一定程度進んでいるところ、事業者
及び利用者への制度の周知・広報活動（各地での説明会開催、周知用ポスター、チラシ等の作製等）を実施することにより、信書制度の遵守が徹底
されるとともに事業者の創意工夫を凝らしたサービスの提供が進むため、サービスの多様化等を通じた信書便市場の活性化や利用者利便の向上に
寄与する。
また、日本郵政グループ各社に対する監督業務や郵政事業のユニバーサルサービスの確保に資する各種調査研究等を実施することにより、日本郵
政グループの健全な業務運営が確保されるとともに、将来にわたっても郵政事業のユニバーサルサービスが確保されるための方策が具体化し、そ
れが実施されることとなるため、日本郵政グループ各社の企業価値や利用者利便の向上及び郵政事業のユニバーサルサービスの確保に寄与する。

3 -
定量的指標

9

施策の進捗状況（実績）

年度

-

施策の進捗状況（目標）

令和元年度 令和2年度

10 -

目標値 割 - 7 -7 -

目標定性的指標

郵政民営化の着実な推進
日本郵政グループの事業展開の
促進

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

政
策
評
価



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必

要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

新型コロナウイルス感染症の影響により、予定されていた出
張等が中止となったためである。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事

業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

費用・使途を事業目的に即し必要なものに限定しており、活
動実績も見込みに見合ったものとなっている。

‐

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事業実施の際、経費の効率的執行に努めている。

成果実績は成果目標に見合ったものとなっている。

○

経費の積算及び仕様の作成に当たっては、費目・使途を事
業目的に即し、必要なものに限定している。

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

日本郵政グループ及び信書便事業者に対する監督は法令
に基づき監督機関（行政）が実施するものである。

一般競争入札又は複数社から見積もりを取り、単位当たりコ
スト等の水準の妥当性について確認している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

競争入札等を利用し、競争性を確保しながら支出先を選定し
ているほか、随意契約についても複数者から見積を取得す
る等、競争性を確保している。なお、一般競争契約において
１件、一者応札となったのは、見積もり業者において最終的
に人員を確保することができなかったため、応札が見送られ
たものである。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

‐

日本郵政グループ及び信書便事業者の監督の在り方、方向
性の検討等に活用している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

事業目的に即し効率的あるいは低コストな手段・方法及びコ
ストを検討し事業を実施している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

引き続き、競争入札による競争性の確保や経費の効率的な執行に努める。

本件施策は、郵政事業の経営主体である日本郵政グループや信書便事業者を適正に監督するために必要な調査・分析を行うものであり、監
督機関（行政）として必要なものである。また、調査等により得られた成果については、日本郵政グループ等の監督の在り方・方向性の検討等
に活用されている。

評　価項　　目

日本郵政グループ及び信書便事業者に対する監督は法令
に基づき監督機関（行政）が実施するものである。
日本郵政グループ及び信書便事業者に対する監督は法令
に基づき監督機関（行政）が実施するものである。

○

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。



- - -

- - -

-

-

130平成28年度

平成29年度 0126

平成30年度 0126

令和元年度 総務省 0140

平成25年度 137

135

平成22年度

133

平成23年度

平成24年度 新24-0020

平成27年度

平成26年度

令和2年度 総務省 0156

事
業
内
容
の

一
部
改
善

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

執
行
等
改
善

①アウトカム成果指標とされる郵便局数と郵便差出箱の本数の目標値とその達成は，本事業の「適正な監督・検査」業務からもたらされる主たるものなのか。もう
一つの成果指標とされる送達日数達成率のような，よりユニバーサルサービスの確保に資する指標の設定の工夫が必要ではないか。
②アウトカム指標として信書便事業の参入業者数や市場規模の拡大が設定されているが，サービスの受け手である国民サイドから見た利便性の向上や満足度
の向上といった視点からの指標設定も必要ではないか。③本事業の大宗を占める調査研究業務の発注が一者入札になっている点については，業者サイドの問
題点だけが分析されているが，発注サイドに改善すべき点がないか，しっかり分析，検証することが必要。

①郵便事業のユニバーサルサービス提供の安定的な確保のためには、本事業の「適正な監督・検査」により郵便局ネットワークや郵便サービス水
準を支える必要があるが、郵便局数や郵便差出箱の本数が維持されていることが重要な成果指標のひとつであると考えており、同じく設定してい
る送達日数達成率とあわせて本事業の効果を把握することとしているが、今後、さらなる指標の改善についても検討してまいりたい。
②信書便事業の参入業者数や市場規模が拡大することにより、適正な競争環境が確保され、自律的に国民へのサービスの向上が見込まれると
の考えから当該指標を設定しているが、今後、さらなる指標の改善についても検討してまいりたい。
③複数の業者から応札の意思が示されていたものの、最終的に人員を確保することが困難との理由で応札が見送られた結果、一者応札となった
ものであるが、仕様書の見直しや公募期間の長期化等の取組を実施し、複数業者が参加できるよう、引き続き適正な予算執行に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

134 135 0136 137

142 143 0144 145139 140 0141

140 141 0142 143



※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

費　目 使　途
金　額

(百万円）

0

E.東海電子印刷（株） F.

費　目

計 1.2 計

計 1.3 計 2.2

印刷製本費 信書便年報の印刷 0.5

使　途
金　額

(百万円）

雑役務費 信書便年報の梱包・発送 0.7

C.（株）ピーアールセンター D. （株）三州社

費　目 使　途

印刷製本費 ポスター等の印刷 0.6

雑役務費
信書制度周知用ポスター・チラシのデザイン
の製版作製

1.3 雑役務費 ポスター等の梱包・発送

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費研究員

費　目

計 14.8 計 6.1

費　目 使　途

B.㈱大和総研
金　額

(百万円）

14.8 研究員

使　途

人件費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

1.6

金　額
(百万円）

A.（株）三菱総合研究所

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

6.1

総務省
３８百万円

A.㈱三菱総合研究所
１４．８百万円

B.㈱大和総研
６．１百万円

【随意契約（企画競争）】

【一般競争契約（総合評価）】

【一般競争契約（総合評価）】

金融市場の概況等に関する調査研究の請負

信書制度周知用ポスター・チラシのデザインの製版作製
注）うち、12.3百万円は国内検査
旅費や監督・検査等に係る物品費
等に支出。

D.㈱三州社
２．２百万円

【随意契約（少額）】

信書制度周知用ポスター・チラシのデザインの印刷・梱
包発送

郵便事業における先端技術の利活用等に関する調査
研究

C.㈱ピーアールセンター
１．３百万円

【随意契約（少額）】

E.東海電子印刷㈱
１．３百万円

信書便年報の印刷・梱包発送



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
（株）ピーアールセン
ター

9430001013734
ポスター・チラシのデザイン
の製版作製

1.3
随意契約

（企画競争）
9 100％

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

㈱大和総研 5010601035884
金融市場の概況等に関す
る調査研究の請負

6.1
一般競争契約
（総合評価）

5 73.1％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

郵便事業における先端技
術の利活用等に関する調
査研究の請負

契約方式等

一般競争契約
（総合評価）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1 99.6％

法　人　番　号

6010001030403 14.8

入札者数
（応募者数）

落札率

1
（株）三菱総合研究
所

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）三州社 5010401011375
ポスター・チラシのデザイン
の印刷・梱包発送

2.2
随意契約
（少額）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東海電子印刷（株） 7080401003430
信書便年報の印刷・梱包発
送

1.3
随意契約
（少額）

- -

チェック
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